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Ⅰ．消費増税Ⅷ％と平成２６年診療報酬改定について 

 

    栃木県医師会の常任理事を務めて、まもなく４年が経ち 

ます。この間に、医療経済、医療税制、男女共同参画（主務）と 

公的医療保険（副務）の部門を担当して参りました。県内各地、 

東京、地方都市への出張も数多くこなし出務回数は年間１００回 

以上を越えました。全身に充実感が漲る一方で肉体の衰えを自覚 

する今日この頃ではありますが、御陰様で魂だけは些か若返った 

ようにも感じられます。 

    以前、本誌に医療機関の全てが抱える控除対象外消費税 

問題について発生当時の経緯から現状にいたる種々の問題点を概 

説し日本医師会の損税解消に向けた基本方針なども会員諸氏にお 

届けいたしました。今年４月の消費増税８％の際は、控除対象外 

消費税については社会保険診療報酬の中で手当することが既に決 

定されていて抜本的解決は消費増税１０％の時期まで待たざるを 

得なくなりました。その時が正念場まさに天王山なのですが、日 

本医師会がそこに照準を合わせ虎視眈々と狙いを定め準備体勢に 

あるとは到底いえない状況なのです。高圧的な安部政権の政治姿 

勢を考慮すると医師会側は再び政治ゲームの中で翻弄されて惨め 

な結末を迎えるのではないかという疑念すら湧き上がってきます。

今回の診療報酬改定も医療本体プラス０．１％と政府は発表しま 

したが、内容を吟味すれば何のことはない、実質マイナス１．２ 

６％（約５０００億円）の実質削減でした。本体はプラス０．１ 

％とは形ばかり数値で、薬剤、医療材料の実質マイナス１．３６ 

％を差し引けば、マイナス１．２６％なのです。そして消費増税 

８％への補填分として中医協が実施した医療経済実態調査を反映 

して１．３６％の手当がなされました。平成元年の３％の消費税 

導入の際は診療報酬の０．７７％、平成９年、５％増税時には更 

に０．７６％、現在、計１．５３％が補填されている事になって 



います。中医協２号委員、医師会側は度重なる診療報酬改定を経 

て補填された３５の診療項目は低減、削除、包括化などで大幅に 

目減りして１．５３％補填分は現在は実質０％近くに消滅してい 

ると推定されます。しかし、厚労省保険局は、その遡及的検証を 

意図的に回避し、現在も１．５３％は診療報酬に乗っているとの 

立場を一歩も崩していません。消費税5％の現在、しかも１．５ 

３％の補填分が存在している前提では、全国の医療機関が１年間 

に支払わされている不合理な消費税は総額で２４２０億円にも達 

します。もし１．５３％補填分が消失していれば全国の医療機関 

の理不尽な消費税支払い額はなんと7,900億円にもなるのです。 

これは、栃木県の年間予算額にも匹敵する巨額なものです。この 

ままの状態で消費税が１０％になれば１兆６０００億にもなるの 

です。此の深刻な数字を会員の皆様はどの様にお考えになります 

か？国家財政の逼迫する中、政府は景気動向にマイナスにならな 

いように国民への負担増に配慮を見せながら、医療提供者には詭 

弁を弄して冷淡な対応で蔑ろにしました。医療機関も日本国民の 

一部の筈です。今後、医療機関が各自で控除対象外消費税を計算 

し補填が充分であったか否かの検証をしなければなりません。２ 

０１５年１０月に予定されている消費増税１０％の時にはゼロ課 

税、軽減税率、非課税還付方式など多くの選択肢の中から粗税の 

専門家も交えて十分な論を尽くして「仕入れ税額を控除できる合 

理的体系を勝ち取ること」が求められます。医療機関が謂われな 

き「平成の呪縛」から完全に解放されることを望んで止みません。 

 

Ⅱ．栃木県医師会男女共同参画委員会報告 

 ＝女性医師がいきいきと仕事を続けていくために＝ 

 

講演会「女性医師の勤務環境の整備に関する病院長、病院開設者 

・管理者への講習会」が平成２６年３月２０日、１９時～２１時、 

ホテル東日本・宇都宮で開催されました。「女性医師がいきいきと 

仕事を続けていくために」と題して日本医師会男女共同参画委員 

会委員の立場で小職が講演を致しました。その講演要旨を報告し 

ます。 

    厚生労働省の統計では平成２２年の本邦の総医師数は２ 

９５，０４９人で、その内５５，８９７人（約１９％）が女性医 

師です。医師国家試験合格者に占める女性の割合は平成７年には 



２４％（男女比は約３：１）でしたが、１８年後の平成２４年に 

は３２％（男女比２：１）に著しく増加しています（図1）。年齢 

階層別医師数の男女比をみれば５０歳未満の女性医師の増加が顕 

著で２５歳から３０歳未満で見れば３６％にも及びます（図2）。 

診療科別男女別医師割合では女性医師割合は皮膚科の４２％を筆 

頭に、以下、眼科（３７％）、小児科（３３％）、産婦人科（２９ 

％）と続きます。流石に外科、泌尿器科、整形外科などは少なく 

５％前後に留まっているようです（図3）。 

    本邦の「女性一般の年齢階層別労働力率の推移」によれ 

ば２０歳代から４０歳代に、欧米先進国では認めない”Ｍ字カー 

ブ”が出現します。この労働力率低下の主因は出産・育児に伴う 

離職が原因と解されています。昭和５０年と較べれば平成２４年 

のＭ字カーブのⅤ部分は平坦化し近年は欧米先進国に近づいてい 

ることが理解されます（図4）。女性医師の場合もM字カーブは３ 

５歳で底値を示しますが、女性医師の７６％は就業を果たしてい 

ます。女性医師の場合は婚期が遅いこと、医師として仕事に対す 

る自覚・社会的責任感が強いことなどがこの数値に現れていると 

考えられます（図5）。 

    女性医師の休職・離職の理由は出産（７０％）、育児（３ 

８％）に尽きます。出産・育児休業の現状の問題点として女性医 

師の産休取得率は７９％程度で、残りの２０％（女性医師５人に 

１人）の女性医師が離職に追い込まれていることは驚きです。労 

働基準法６５条に産前６週、産後８週は原則、勤務させてはなら 

ない、とあります（図6）。また女性医師の育児休業取得で、取得 

は３９％に留まり（図7）、一般女性の育児休業取得率が８８％で 

ある点を考慮すれば極めて低い取得です。育児・介護休業法にお 

いては子が１歳に達するまでの間、事業主は育児休業申し出を拒 

めません。労働者が３歳未満の子を養育している場合、事業主は 

短時間勤務制度を設けなければならない、また時間外労働をさせ 

てはならない、など規定されています。 

    保育・託児施設の現状と問題点では院内保育所・託児施 

設の設置されているのは約５０％（全国）です。平成２５年５月 

栃木県医師会男女共同参画委員会（委員長、田中昌宏）実施の県 

内病院（１０４病院）のアンケート調査（以下、栃木県医師会調 

査）では院内保育所・託児所は４０％（４２／１０４）でした（図 

8）。病児保育は２０％（栃木県医師会調査１４％）、２４時間保 



育の実施状況は ３０％（栃木県医師会調査３６％）でした（図9）。 

 院内保育施設の利用状況は３４％に留まり、院内保育所を利用し 

ない理由として,”利用制限がある”，”施設環境がニーズに合わな

い”,”施設までの送迎負担が大きい”,”保育時間と勤務時間が合

わない”，”保育プログラムがニーズに合わない”,などがその理由

でした。院内保育所は就業支援策として最も有用で受益者からの 

ニーズも高い項目です。設置率の増加が必要なことはいうまでも 

ありませんが非常勤職員の利用制限の撤廃や母親からみて使い勝 

手の良い施設への工夫が更に求められます。一方、設置主体であ 

る病院の財政的負担は重く、一層の助成制度の拡充が不可欠です。

栃木県医師会調査においても育児託児部門は９５％の医療機関が 

赤字収支と答え黒字病院は０％でした。病児・病後児保育の７４ 

％が赤字収支との報道もあり、国・自治体からの更なる財務支援が

求められます。 

    必要な女性医師の勤務支援（表1・2）の中で産後の女 

性医師が気兼ねなく育児休業の取得を徹底し、かつ、同僚医師達 

に過重な負担を担わせないようにするためには、その欠損を埋め 

る公的代替医師制度の創設が不可欠です。平成２６年度の診療報 

酬は１．２６％の実質マイナス改定ではありましたが、一般病床 

再編、医師不足対策の一環として勤務医・看護師確保など医療供 

給体制整備のため等に診療報酬とは別立てで９０４億円の新基金 

が新設されました。この基金の一部で都道府県単位に医師や看護 

師の代替勤務支援制度を創設したいとする日医系国会議員の動き 

があります。 

    日本医師会男女共同参画委員会（男性３人、女性１０人、 

計１３人のからなる委員会）では医療界の男女共同参画社会の到 

来を期して啓発活動として「若手医師や医学生に対し医学生・研 

修医等をサポートする会」,「女性医師の勤務環境の整備に関する 

病院長、病院開設者、管理者等への講習会」を毎年、都道府県医 

師会と共催で開催しています（表３）。都道府県ごとの活動状況の 

意見交換や情報交換活動としてブロック別会議、更には各ブロッ 

ク代表による全国規模の情報交換会、意見交換会なども開催して 

います。ここ数年かけて力を注いできた『２０２０３０』運動が 

日の目を見るところ迄来ています。この『２０２０３０』運動と 

は指導的立場、意志決定機関への女性医師の参画を求め、男性中 

心の医療界の意識改革を改めさせることを目的としています。２ 



０２０年迄に日本医師会内部に女性役員、理事など指導的立場の 

女性枠を３０％確保したいという活動です。現在、日本医師会の 

役員は３１名ですが女性は1人（約３％）のみで、お寒い限りで 

す。栃木県医師会も同様でゼロ％、郡市医師会においても下都賀 

郡市、足利市医師会に1人づつの僅か２人（１％未満）を数える 

のみです（表４）。日本医師会代議員会で承認、定款変更、諸規定

変更などの手続きを経て日本医師会役員勤務医理事枠1名と共に 

女性医師理事枠１名が創設される気配が濃厚になってきました（表

５）。今後の推移をしっかり見守りたいと思います。 

 

 まとめ（表６） 

（1）９０％近くを男性医師が占める一昔前の時代とは異なり、 

女性医師が近い将来、医師数の４０％にも達する現状を踏まえれ 

ば、純粋に女性医師のキャリアーパスという視点に重きをおいて 

就業環境改善や復職支援計画を押し進めるべきである。 

（2）女性医師が出産、育児などで離職期間が長引けば、医療現 

場の医師不足は更に深刻になり若手研修医や同僚医師達の過重労 

働問題は増悪の度を深める可能性があります。勤務環境の改善も 

含めた就労支援策が求められます。なかでも保育所、託児所の整 

備は最も要望されている優先項目であり、国や自治体は社会のイ 

ンフラ整備、セーフティーネットの構築のために大きな一歩を前に 

踏み出して母児の期待に応えなければいけません。 
（3）少子高齢化に伴う生産人口の減少など少子化が深刻な難題 
を投げかけている我が国の現状を振り返れば、安心して子供を産 
める社会環境の整備は国家レベルの喫緊の課題といえます。また 
今後の将来の国家のあり方や価値観を再考する上で女性の更なる 
社会進出、指導的立場や意志決定機関への登用促進は極めて当然 
のことといえます。 
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